
第１１回京都府後期高齢者医療協議会資料

１ 第４期（平成２６・２７年度）保険料率の試算状況について

（１） 保険料率の算定

医療給付費の約１０％分と保健事業（健康診査）、その他給付費（葬祭費）
等の財源は保険料で賄われており、後期高齢者医療制度では、２年間（平成
２６・２７年度）に要する医療給付費等を推計し、保険料率を設定している。
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①療養の給付
②入院時食事療養費・生活療養費
③療養費
④訪問介護費
⑤高額療養費 など

①財政安定
化拠出金
②保健事業
③審査支払
手数料
④葬祭など

【費用（医療給付費等）】

約１０％が保険料負担

【財
源
構
成
】

公費負担分（約５０％）

市町村負担金
（１／１２）

府負担金
（１／１２）

国庫負担金
（４／１２）

うち、調整交付金
（１／１２）

支払基金交付金（現役世代からの支援）
（約４０％）

保険料
（約１０％）

保険料負担

費用 ６２２，０１９百万円
うち1,391
百万円

収入 ５５９，６６０百万円
（保険料以外）

保険料収納必要額（※）
〈６３，７９６百万円〉

※減免及び予定収納率を反映後の金額

【制度の改正など】

○保険料賦課限度額の引き上げ ５５万円 → ５７万円

○ 保険料軽減措置の拡大 ２割、５割適用者の拡大

○診療報酬改定
０．１％プラス改定
・診療報酬本体：＋0.73%
・薬価改定等 ：△0.63%

○後期高齢者負担率の変更 １０．５１％ → １０．７３％
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（２） 保険料試算状況

① 現行保険料からの増加状況など

第３期（２４・２５
年度）保険料

軽減後一人当たり
平均保険料

均等割額 所得割率

７４，２８６円 ４６，３９０円 ９．１２％

第４期保険料

軽減後一人当たり
平均保険料

均等割額 所得割率

８０，１５４円
（＋５，８６８円）

５０，９２１円
（＋４，５３１円）

１０．００％
（＋０．８８％）伸び率７．９％

【保険料増加の要素】

・後期高齢者負担率の増加 ＋２．２％
（１０．５１％→１０．７３％）
・一人当たり医療給付費の増加 ＋３．１％
（２６年度：約１．６％増、２７年度：約１．５％増）
・前回改定時における保険料抑制措置など ＋２．６％

② 保険料の増加抑制

❶ 保険料軽減対象の拡充

国の法改正による５割及び２割軽減対象者の拡大

❷ 剰余金の活用

２４年度決算 ２０億円
+

２５年度決算 （現在精査中）

❸ 財政安定化基金の活用

京都府に設置される当該基金の取崩しを協議中。

※1億円の財源対策
により約△0.16%の
抑制効果
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２ 今後の見通しなどについて

（１） 取り巻く状況

後期高齢者医療制度の保険料については、被保険者数及び１人当たり
に要する給付費の状況によって算出される。
制度発足からの被保険者数及び１人当たり給付費の状況を見ると、被保
険者数は約１２．２％、１人当たり給付費は８．５％増加している。（表１）
被保険者数については、今後、「団塊の世代」が加入するなど増加するこ
とは確実であり、１人当たり給付費も医療技術の進歩等で上昇傾向に推移
することが予想される。
また、増加する医療給付費に対する負担ついては、公費及び現役世代
の負担割合が高い状況にある。（表２,３）

（表１）被保険者数、１人当たり給付費の状況

年度 被保険者数 １人当たり医療給付費

２０ ２７０，９６１人 （ － ） ８４２，９３３円 （ － ）

２１ ２７８，５９８人 （２．８％） ８７４，９０２円 （３．８％）

２２ ２８６，８２４人 （５．９％） ９０１，４００円 （６．９％）

２３ ２９５，７５０人 （９．１％） ９１４，３１３円 （８．５％）

２４ ３０４，００２人 （１２．２％） ９１４，４９３円 （８．５％）

（表２）負担額の状況

財政運営期間 公費負担
後期高齢者交付金
（現役世代）

保険料

第１期
（２０・２１年度）

２２３，６３３百万円 ２０９，０１７百万円 ５２，９９５百万円

第２期
（２２・２３年度）

２４７，９６４百万円 ２３０，８２９百万円 ５４，４５５百万円

第３期
（２４・２５年度）

２７７，７２３百万円 ２５１，１６０百万円 ６０，１８６百万円

第４期
（２６．２７年度）

２９４，２６７百万円 ２６０，８５８百万円 ６３，７９６百万円

１期からの増加額 ７０，６３４百万円 ５１，８４１百万円 １０，８０１百万円

※保険料試算時の数値
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（２） 広域連合における取組など

○このような中、本広域連合においては、レセプト点検の強化、第三者行
為の掘り起しなど、不正・不当な請求の抑制等を図り、副次的に医療給付
費の抑制効果が期待できる事業を中心に取組を進めており、２６年度にお
いても、効率的・効果的に実施できるよう努めていく。
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（表３）負担割合の推移 ※第１期のそれぞれの負担額
を１００として指数化したもの

(億円） (%）

年度 件数 収納額

２０ １７件 ３，８１１千円

２１ ９６件 ６４，７４１千円

２２ ６５件 ９８，１４７千円

２３ １１６件 １６８，１５６千円

２４ １１６件 ２２１，１３９千円

（表４）第三者求償の状況
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○また、被保険者への保健事業としては、２５年度から腎機能低下の早期
発見に有効な血清クレアチニン検査への助成、市町村で実施される健康
事業等への支援などを開始しているが、２６年度からは京都府との連携強
化を協議している後期高齢者保健医療対策推進協議会での議論を踏まえ、
介護・福祉等の他分野との連携強化を図る事業の実施を考えている。

○その他、国の２６年度予算において、口腔機能低下や肺炎等の疾病を
予防するための歯科健診に対して国庫補助が拡充される見込みであり、情
報収集に努めるなど、実施に向けて市町村等と検討を行っていく。

あんま・マッサージ 鍼灸 （参考）医療給付費

１人当たり 対前年比 １人当たり 対前年比 １人当たり 対前年比

２１年度 ４，９５５円 ― ７３５円 ― ８７４，９０２円 ―

２２年度 ５，１３８円 ３．７％ ８７０円 １８．４％ ９０１，４００円 ３．０％

２３年度 ５，１９０円 １．０％ １，０６７円 ２２．６％ ９１４，３１３円 １．４％

２４年度 ５，０５７円 △２．６％ １，１３２円 ６．１％ ９１４，４９３円 ０．０％

（表５）鍼灸等の利用状況

（表６）国における後期高齢者医療制度に関連する新規・拡充予定事業
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厚生労働省が２０１０年に算出した介護を受けたり病気で寝たきりになった
りせず、自立して生活できる期間を示す「健康寿命」は、男性７０．４２歳、女
性７３．６２歳となっており、原則７５歳以上を被保険者とする本制度に加入
される時点では、既に何らかの疾病等を有している被保険者が多いと推測
されるため、医療費の適正化を主旨とする健康づくり対策の推進は、本制
度の加入前からの取組がより効果的と考えられる。

（３） 今後の方向性

（表７）健康寿命及び平均寿命の状況

医療技術の進歩、高齢化等により今後も医療費が伸び続けていくことが
見込まれる中、将来にわたり医療保険制度を堅持し安定的に運営していく
ためには、効率化できる部分は効率化を図ることが重要であり、医療費の
伸びる構造的要因や政府が示す方針等を踏まえれば、現役世代からの健
康づくり対策や市町村における介護予防の推進等の６５歳以上を対象とし
た健康づくり対策など、他の保険者、事業等との連携強化により進めていく
ことが最も効果的と考えており、現在、協議を行っている京都府との連携強
化においても、これらに沿った連携や事業展開を目指す。

厚生労働省は、昨年８月にいわゆる「団塊の世代」の全てが７５歳以上と
なる２０２５（平成３７）年に向け、「国民の健康寿命が延伸する社会」に向け
た予防・健康管理に係る取組の推進をまとめ、①高齢者への介護予防等
推進、②現役世代からの健康づくり対策の推進、③医療資源の有効活用
に向けた取組の推進により、今後、５兆円規模の医療費・介護費の抑制効
果を目指すとしている。

(歳)
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79.55

86.30

健康寿命 平均寿命
資料：平均寿命は、平成２２年完全生命表

：健康寿命は、健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究



年 度 ２４年度(実績) ２５年度 ２６年度 ２７年度

１人当たり医療給付費 ９１５，３２６円 ９２８，１４１円 ９４２，９９１円 ９５７，１３６円

伸び率 (対前年度) ０．０２％ １．４％ １．６％※ １．５％

被保険者数 ３０４，００２人 ３１２，５１４人 ３２０，９５２人 ３３０，２６０人

伸び率 (対前年度) ２．８％ ２．８％ ２．７％ ２．９％

1人当たり所得額 ５４２，４６２円 ５３６，９７６円 ５３１，１２３円 ５２４，００６円

伸び率 (対前年度) △０．４２％ △１．０１％ △１．０９％ △１．３４％

※診療報酬改定率 ＋0.1％を含む

【医療給付費等の見込】

第1期
（20・21年度）

第２期
（22・23年度）

第３期
（24・25年度）

保険料率
均等割額 ４５，１１０円 ４４，４１０円 ４６，３９０円

所得割率 ８．２９％ ８．６８％ ９．１２％

１人当たり
平均保険
料額

保険料設定時試算 ７０，６６５円 ７０，９６９円 ７５，０３３円

増減額・率
△４０９円
△０．５７％

３，５９２円
５．０３％

被保険者実態調査 ７１，３７８円 ７１，４４１円 ７４，２８６円

【保険料率・額の推移】

※保険料設定時の増減額・率は、前期の被保険者実態調査結果の額と比較した増減

（参考）
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【保険料軽減について】

（出典：第69回社会保障審議会医療保険部会）
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（出典：第70回社会保障審議会医療保険部会）

【賦課限度額について】
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